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研究成果の概要（和文）：アメリカ憲法史において、建国期から20世紀に至るまで、憲法上の権利とコモン・ロ
ー上の権利は同一のものと考えられていた。コモン・ローは、人身の自由、身体の安全、財産権などの権利を私
人からの侵害からも政府からの侵害からも保護していた。アメリカ憲法が保護しようとした権利とは、元来この
ようなコモン・ロー上の権利であった。20世紀中期以降、憲法にのみ根拠を有する権利が出現するに至る。その
時初めて、憲法上の権利が私人に対しても主張できるのかという問題が自覚されるに至る。

研究成果の概要（英文）：From the founding era to the end of the nineteenth century, the 
constitutional rights and the common law rights were identical. The Common law protects personal 
liberty, personal security, and private property against both the governmental and private invasion.
 The Constitution of the United States and American states constitutions were originally considered 
to protect such common law liberties. In the twentieth century, the constitutional rights deviated 
from the common law rights. At that time, the question of applying constitutional rights to private 
conduct first appeared. 

研究分野：憲法史
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１．研究開始当初の背景 
日本の憲法学の通説においては、近代憲法と
は国家を拘束するものであり、憲法上の権利
とは国家に対する権利であるとされている。
民法や会社法上の、私人が私人に対して有し
ている権利と、憲法上の権利とは異なるとい
うのである。従来、かかる通説に対しては、
ドイツにおける基本権保護義務論や、アメリ
カにおけるステイト・アクションの理論など
を参考にして批判や再検討が行われてきた。
しかし、私人間効力論と呼ばれるかかる議論
は、諸外国の憲法の現行の判例や理論の検討
が中心を占めており、そもそも近代憲法史に
おいて、憲法上の権利がいかに観念されてき
たのか、という歴史的な根源を突き止めるも
のではない。 
 それに対し、近年、水林彪や山元一らは、
フランス革命期にまで遡って、本来フランス
憲法は私人をも拘束する全法秩序の基本法
として観念されていたことを指摘している。
これらの業績は、近代憲法の像の歴史的根源
に迫ることで、従来の私人間効力論の議論の
間隙を埋めるものである。では、フランスと
並ぶ近代憲法の母国であるアメリカではど
うだったのか。アメリカ憲法史の一次文献を
丹念に渉猟した上で、アメリカにおける「憲
法上の権利」の来歴を明らかにする研究は我
が国には未だない。確かに、かかる問題意識
のもとにアメリカ憲法史を研究した唯一の
ものとして、大久保優也の業績があるが、大
久保の研究は建国初期の一部の法律家のみ
を扱っており、アメリカ憲法史の全体的な見
通しを与えるものではない。また、アメリカ
において類似の問題を扱ったものとして
K.Parker による研究があるが、これは憲法
上の権利概念に焦点をあわせたものではな
く、その分析には不満が残る。本研究は、我
が国ではじめて、建国期から 20 世紀中盤ま
でという長いスパンの下で、当時の一次文献
にまで遡った研究を通して、「アメリカ憲法
における憲法上の権利とは何であったのか」
という歴史的問に答えるものである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、アメリカの建国期から 20
世紀前半までの憲法史を検討することで、ア
メリカ憲法史において、「憲法上の権利」が
いかに観念されてきたのかを明らかにする
ことにある。従来、アメリカにおける憲法上
の権利は、対国家防御権としての自由権とい
う側面が強いと考えられてきた。しかし、そ
のような憲法上の権利観が普及したのはあ
くまでも 20 世紀中盤以降のことに過ぎず、
建国期から 20 世紀初頭までにおいては、私
人間で保障される権利と憲法上の権利は同
等の性質のものと考えられてきたことを究
明したい。本研究を通して、「憲法上の権利
は国家に対するものであり、私人間には適用
されない」との通念の歴史的相対性を明らか
にしたい。 

３．研究の方法 
初年度は、建国初期の憲法思想の研究を行
う。建国期の制憲会議の文書や、当時の有力
な法律家の体系書を渉猟することで、当時の
法律家たちがいかなる枠組の下で憲法上の
権利を把握していたのかを明らかにしたい。
次年度は、19 世紀から 20 世紀初頭までにか
けての憲法理論の研究を行う。19 世紀は、ア
メリカ法学において法学体系書が興隆した
時代であり、それら文献を渉猟することで、
当時の法学のパラダイムを明らかにする。最
終年度は、20世紀中盤のアメリカ憲法思想の
研究を行う。この時期はコモン・ロー上の権
利と憲法上の権利が分離し始める時期であ
るが、判例や法学書の分析によって、それが
何故生じたかを明らかにする。研究は応募者
の留学経験を活かして、海外の研究者との密
な連絡のもとに行い、適宜成果を紀要やロー
レビューに公表し、最後は単著としての公刊
を目指したい。 
 
４．研究成果 
得られた研究成果は以下である。 
〈1．アメリカ建国初期における「憲法上の
権利」の概念の未発達〉 
 第一に、アメリカ建国初期における憲法上
の権利概念を当時の文献を分析することで
明らかにした。建国初期においては、憲法と
は統治構造を定めたものであり、国民の権利
とは直接の関係がない、と観念されていたと
考えられる。当時の体系書によれば、権利章
典に規定された憲法上の権利はコモン・ロー
を確認したものである。憲法とは統治構造の
法である以上、「憲法上の権利」がコモン・
ロー上の権利とは別に存在するとの観念は
希薄であった。この時期は、憲法上の権利と
は何か、という問題意識の下に権利理論が高
度に発達する以前の段階といえる。 
〈2．19 世紀アメリカ法学における権利理論
－コモン・ローと憲法の同一視〉 
 第二に、法学の理論化が急速に進んだ 19
世紀アメリカ法学において、憲法上の権利が
いかなる理論枠組みのもとに観念されてい
たかを明らかにした。当時の法理論によれば、
憲法上の権利とコモン・ロー上の権利は同根
のものとして理解されていた。例えば、当時
の不法行為法の体系書では、憲法上の権利も、
私人が私人に対して持つ権利も、Civil 
Liberties の名の下に同一の箇所で議論され
ている。当時の法理論においては、財産権、
身体の自由、裁判を受ける権利、表現の自由
などの諸権利は、憲法、不法行為法、刑法、
財産法などで一体的に保障されるものであ
り、政府も私人も等しく侵害してはならない
自由であると観念されていたのである。 
〈3．20 世紀半ば以降における憲法上の権利
とコモン・ロー上の権利の分離〉 
 以上のように、建国期から 19 世紀を通し
て、コモン・ロー上の私人間の権利と、憲法
上の権利とは同一のものと考えられてきた。



しかし、20 世紀半ば以降、アメリカにおいて
憲法上の権利はコモン・ロー上の権利と全く
異なるものとして理解され始める。かかる変
化はいかにして起こったのかを明らかにし
たい。20 世紀中盤以降は、アメリカ憲法理論
において、表現の自由法理が台頭し、契約の
自由を始めとする経済的自由権の保障が後
退した時代に当たる。表現の自由の保障体系
がコモン・ローから独立したことは、アメリ
カにおいて「憲法上の権利」がコモン・ロー
上の権利とは別のものとして発展していく
一つの契機となったと考えられる。 
 
本研究の学術的な特色・独創的な点 
〈1．本邦初となるアメリカにおける憲法上
の権利の概念史〉 
 本研究は、アメリカにおいて、憲法上の権
利がいかに観念されてきたのかを歴史的に
解明する本邦初の本格的研究である。また、
「憲法上の権利とは何か」といった抽象的な
問題意識の希薄なアメリカにおいては、管見
の限り類似の研究は存在しない。本研究は、
我が国におけるアメリカ憲法史研究の欠を
埋めると同時に、英語文献でも入手困難な新
たな知見をアメリカ憲法史研究にもたらす
独創的なものである。 
〈2．近代憲法の像の再定位・公法私法二元
論の相対化・私人間効力論への示唆〉 
 本研究は、アメリカ憲法史において、憲法
上の権利とコモン・ロー上の権利が本来は同
根であったことを論じるものであり、公法私
法二元論的な従来の憲法像を覆すものであ
る。近代憲法史の像のかかる根源を明らかに
することは、近代憲法とは何か、という問題
に反省の契機を与える。また、現代の私人間
効力論の前提となっている、「憲法上の権利
は原則として対国家の権利」という通念を覆
し、私人間効力論のパラダイムの歴史的相対
性を明らかにすることで、憲法上の権利と私
人間の権利を峻別しない、ある種の直接適用
説を擁護する示唆を提供する。 
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